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I 問題の所在および研究の目的
本稿は，学校評締結果の活用状況と評価結果
活用のシステム構築上の課題との関連牲につい
て人事領域（異動の内申案の策定および研修計
画の策定）を事例に明らかにすることを自的と
する。またこれと併せ，対象とする条件整備領
域の性質や特徴によりこの関連性がどのように
異なるかを比較分析する。
現在わが国で、は，学校評価が制度化され各学
校で取組みが行われている。この学校評価の結
果は法制ヒ，教育委員会（以下，教委）への報
告が求められ，教委が学校改善のため学校評価
結果に応じて施策や条件整備（予算聞や人事前）
を行うことも政策理念上求められている（九た
だし，表lのデータのように学校評価結果を予算
や人事上の条件整備や施策への活用を行ってい
る教委の割合は現状で、はあまり高くない。
本稿が問題とする学校評価結果に基づく教委
による支援や条件整備への活用を問題として取
り扱った既往の論考としては，例えば漬田
(2008) （ぺ三浦（2011)(3），金森（2015)(4）が存在
する。これらのうち特に三浦（2011）および金
森（2015）は，教委が学校評価結果を活用する
要因について明らかにした全国的な調査研究で
あり，知見の一般性も認められる。
ただこの三浦（2011）金森（2015）をはじめ
とするこれらの先行研究は，学校への予算配分
を中心領域に取り扱っており，人事関係の施策，
例えば教職員の異動や研修に関しては十分に焦
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てられていると言い離し、。
確かに，学校への予算配分は教委が行う教育
施策や条件整備では重要な位置を占めているの
は事実である。
ただ，ヒト・モノ・カネと言われるように，
予算だけではなく人事も学校を含む組織運営に
おける重要な要素である（5）。また三浦（2011)
や金森（2015）の先行研究では，学校への予算
配分という支援領域のみを考察対象としている。
従って，教委が行う学校への支援や条件整備の
性質や特徴によりどのような諸変数問の関連の
共通点や相違があるのかといった点への考察も
十分ではない。
I 研究の方法『および課題
前項冒頭で触れた研究課題を達成するために，
筆者は以下①～⑦の3点の研究課題を設定した。
研究課題①：教委による県費負担教職員の内申
案の策定および理費負担教職員の研修計画策
定への学校自己評価結果の活用状況を明らか
にする。
研究課題②：研究課題①で明らかにした学校白
己評価結果の活用状況と評価結果活用のシス
テム構築上の課題との関連性について明らか
にする。
研究課題③：研究課題②で明らかにした関連性
を内申案の策定と研修計醸の策定を事例に比
較し，支援や条件整備領域の性質や特徴など
と結び付けて考察を行う。
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表 1 学校評価結果の条件整備や支援への活用状況
市町村
都道府県・指定都市
中核m 指定都市及び中核市を除〈市 町村
教育委員会数 都合 教育委員会数 割合 教育委員会数 割合 教育委員会数 割合
学校評価の結果に基づく財政面での支媛 4 6.1覧 4 9.8出 126 16.8出 204 21.8弘
学校評価の結果に基づく人事面での支援（異
3 4.5出 5 12.2% 128 17.1出 128 13.7見動、研修、内申等）
n：」ltL.文部科学：省 f学校三千itl等実施状況説査（三l'-1反23年度l調査結果）Jより筆者作成
この研究課題①～③について取り組むために
は，全国の教委を研究対象とした質問紙調
を実施した。ここで質問紙調査の概要を説明
する。筆者は震災の影響を考慮して岩手，宮城，
福島の東北3県を除く全国全ての市区lT村自治
体を対象に郵送法の質問紙調査を実施した（配
布総数1591）。調査における回答者は，
務局における学校評価業務担当者とした。質問
内容は表2の教委の学校自己評価結果の人事異
動内Efl案の策定や研修計画策定への活用度合い
のほか，表3'4で示した学校評価の担当部課と
内申や研修の担当部課との連携調整の困難さな
どについてである（G)o 調査時期は2014年7月上
旬～ 8月上旬で，有効回答数は498通，
は約31.7%であった。
本稿で、筆者が学校評価結果の中でも学校自己
評価結果の活用に着目したのは，学校自己評価
が学校評価ガイドライン（以下，「ガイドライ
ンJ) (2010）によると，「自己評価は，
佃iの最も基本となるものjmとあるように，わが
l~l の学校評価で最も仁｜コ核をなしているからであ
る。そしてこの学校自己評価は「ガイドラインj
(2010）では，当該学校の教職員自らが学校の
組織運営その他に対して評価を行うという
づけとなっている刷。
次にここで，冒頭で、触れた学校への支援や条
件整備の性質や特徴について考えることとした
い。筆者がこの論点について考える上で、は，以
下に触れる三菱総合研究所（2011）の指摘を参
考にした。
三菱総合研究所（2011）によると，学校評価
に関する教委の支援として，ワークショップの
開催など学校の自己改善力を高めるための支援，
教委の重点施策への反映や改善への評価結果活
mなど自治体の教育行政施策への反映を中心と
した学校への間接的な支援，そして評価結果を
踏まえた学校への予算配分などの学校への直接
的な支援や条件整備があるとされる問。この三
菱総合研究所が示した3類型の支援や条件整備
のうち，本稿では学校への在接的な支援および
教育施策への反映などの間接的支援を題材とし
て扱う。
この三菱総合研究所の指摘と関連して，！可申
案の策定への評価結果の活用について筆者が教
委で、行ったインタビューでは，「例えば生徒指導
でがんばるという教職員の評価があったとしま
す。ある学校が例えばここの学校評価の中で生
徒指導が課題である，ならばその教員はそっち
に配置しようなんでいうのはありえる話です
ね。J(10）と学校の教育活動のー領域である生徒持
導を例に挙げつつ，説明をしていた。この説明
からすると異動の内申案についてIま個別の学校
への支援や条件整備という意味合いが強いと考
えられる。
また研修計画への学校評価結果の活用に関し
ては，同じく筆者が教委で行ったインタビュー
において， i学力向上に向けて教職員の研修は計
画を立てていきますので，そこの学校で、学力向
上に向けてどんな課題があるのか，そういった
ところを洗い出すのが，一つの方法が学校評価
ですので，そういったことを基に研修計画なん
かも立案しています。JIl）としていた。この説明
からすると，研修計画については各学校への館
別的な支援というよりは，自治体全体で取り組
む教育施策への反映の意味合いが強いと理解で
きる。
ところで本稿が扱う人事異動の内申案は，
！県費負担教職員の任命権者（都道府県教委）が
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行う人事異動その他の基礎的資半；I－である 02) 主任研修など当該自治体の自前研修が計闘され
ることもあれば，教育事務所の指導主事による
教科指導研修など1f命権者の県教委が主催する
研修への派遣が計画されることもある川。
また本稿が取り扱う県費負担教J[,故員の｛i)f1 I多
については，各地方自治体が策定するもの
であり，地方公務員の研修計画の一環に位置づ
く(I九この研修計画では， による
表2 学校自己評価li結果の人事上の条件整備への活用状況（被説明変数）
やや参考にし あまり参考に まったく参考に平均値 大いに参考に していない していない 無回答しているは点） ている（3点） (2点） (1点）
学校自己評価結果の県費負担教職員の人事
2.21 1 ( 2 2与も） 160(321%) 234(470%) 80 ( 161ヰ色） 13(2.6%) 異動内申案への活用度
学校自己評fil結果の県費負担教職員の研修
2.30 12(24%) 189(380%) 212(426号も） 69(139%) 16 (32号色）計画への活用度
出』h ・ ~f'i 者が行った20J4iJ：ニの質問紙調査の紡糸による
表3 説明変数に関しての説明および11i~1~lt.
変数名 説明および出典
i人口規模 当該自治体の人口規模iこ濁しての得点（これについては文部科学省の教育行政調査および、平成26年度の総務省の統計資料「平成26年度住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数談査」を活用した。）
立報告すべき評価項目の提示の有無 設問①「学校自己評価結果を教育委員会に提出する際に報告すべき評価項目を定めていますかjについての得点（ダミ一変数）
E学校自己評価の有効性に関する
設問②f現在の法制｛じされた学校自己評価i立学校の教育活動の改善に有効なものとなっていますか。Jの得点および
教委の認識 設問③f現在の法制｛じされた学校自己評価i立学校の総織運営の改善に有効なものとなっていますか。 jの得点の得点を
平均値化したもの。
設問④f教育委員会に提出される学校自己評価報告撃において学校の年度呂襟が重点化されている傾向がある。 jの｛専
N学校自己評価結果の把握のしゃ 点および
すさ 設街⑤I教育委員会に提出される学校自己評価報告警において年度§援を逮成するための手段、呂的が明示されてい
る傾向がある。」の得点を平均値化したもの。
V教委内部の部課間の意見調整、
設問⑥f県費負担教職員の内申案の策定を担当している部課と学校詳｛磁を担当している部諜との簡で意見識整が必要と
なるケー スが多い。」の得点および
連携の困難さ（学校評価担当と内申
設街⑦「祭芸者負担教務員の内申案の策定を担当している部課と学校評価を妓当している討議との間の意見識整に時間案策定担当）
がかかる傾向がある。jの得点を平均！直化したもの。
VI教委内部の部課間の意見識整、
設問⑧「祭費負担教職員の研修計画案の策定を担当している部課と学校評価を担当している部諜との院で意見調整が
必要となるケー スが多い。Jの得点および
連携の臨難さ（学校評価担当と研修
設問⑤「漂費負担教総員の研修計蛮案の策定を担当している部諜と学校評価を担当している部課との悶の意見調整に計画担当）
時間がかかる傾向がある。 jの得点を平均値化したもの。
il典：筆者が行った2014年の1{rliJ紙調査の結楽による
表4 説明変数について
変数名 サンプル数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
I人口規模 Nご497 9 4.47 1.98 
E教委に報告すべき評価項目の提示の有無 N二475 。 0.42 0.49 
E学校自己評価の有効性jこ関する教委の認識 N=496 2 4 3.39 0.58 
N学校自己評価結果の把握のしやすさ N=492 4 3.19 0.62 
V教委の部課間の調整、連携の臨難さ（学校 N二488 4 1.27 0.55 
評価担当と内申案策定担当）
VI教委の部諜間の調整、連携の菌難さ（学校 Nニ487 4 1.27 0.53 
言平価担当と研修計画筆？？担当）
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理 学校自己評価結果の内申案の策定および研
修計画の策定への活用状況と評価結果活用
のシステム構築上の課題との関連
(1）被説明変数の構成
自己評価をはじめとする学校評価結
果の活用状況を全国の教委を調査対象とした質
問紙調査によって尋ねた。具体的には教委が，
県費負担教職員の人事異動内Ej:J案の策定，研修
言iIBiの策定を行う上で、学校自己評価結果をどの
程度参考にしているかを尋ねた。これらの設問
は，「大いに参考にしているj，「ややそうであ
るj，「あまりそうではないj，「全く参考にして
いないjの4件法で、尋ねf:_oそしてこれらの毘
答に対して，それぞれ4～1｝去を与えた。これ
らの設問への回答についての記述統計量は，表
2で示した。
表2で示したように，「あまり参考にしていな
いJ，あるいは「全く参考にしていなしづという
悶答の書店合が多い。従って，自己評価をはじめ
とする学校評価結果を活用できていない自治体
が大半を占めることが明らかである。ただ一方，
こうした評価結果の人事上の条件整備への活用
を行っている自治体も一部存在していることが
理解できる D
(2）説1~＝1変数の構成は
次に本節では，先の (1）の被説明変数に対
しての説明変数について示す。この変数につい
ては，表3で示した通りである。
3の説明変数を設定した理由につい
て説明する。これは，例えば金森（2015）の先
行研究から，当該自治体の人口規模，教委の学
校評価結果の有効性についての認識，年度目標
の重点化や年度iヨ標を達成するための手立ての
明示といった学校評価結果の把慢のしやすさ等
の変数が評価結果の活用では重要であることが
示唆されたからである (Iヘまたこの外に，「教
委に報告すべき評価項目の提示の有無j，あるい
は l教委の学校評価の担当部課と他の部課（予
部課）との連携協力の閏難さJといった
変数も評価結果の活用をめぐり指摘されること
が多いからである川口
次に説明変数を設定したプロ七スについて説
明する。ここで筆者はこの設定を行うために表
3で示した質問①～①を行った。
この設問の位置づけは，まず質問①が報告す
べき評価項目の提示の有無に関するものとなっ
ている口この設問については，「全項目について
定めているj，「一部項自のみ定めているj，「定
めていないjの3件法で尋ねている。そして
「全項自について定めているJ，「一部項目のみ定
めているjの由答の場合は l，「定めていないj
の場合には 0とした。
次に②，③は学校評価の有効性に関するもの
であり，教委が自己評価をはじめとする
怖が教育活動などの改善に貢献するものと
しているかを示すものである。
そして④，⑤は取り組むべき年度iヨ標が重点
化された形で示されているか，年度目標を達成
するための手段や手立てが明示されているかと
いった学校自己評価結果（報告書）が分かりや
すい内容であるかに関するものである。
最後に⑤，⑦は教委の学校評価の担当部課と
内申案の担当部課との連携調整の図説tさ，③，
⑤は教委の学校評価の担当部課と研修計画案の
担当者I~課との連携調整の盟主jf: さに関するもので
ある。これについては 連携調整に際して時間
がかかることが多いか あるいは連携誠整が必
要となるケ一スが多くあるカミといつた観点で尋" 
ねた。以上これらの設問②～①については，先
の設問①とは異なって「大いにそうであるJ,
fややそうであるJ，「あまりそうではなしづ，
くそうではないjの4件法で尋ね，それぞれの
回答について4～l点を与えた。また，設問⑤
へ③については，「そもそも両者の部課が同一で
あるJ(JS）との選択肢も別途用意し，この回答の
場合も i点とした。
設問②および③，④および⑤，⑤および⑦，
③および⑤については両者の間いについての得
点を平均値化する形で，各変数の合成を行った。
なお，これらの合成した設問の得点については，
すべて0.7以上の高い相関川を持っていたために
合成するという手続きを踏んでも問題がないと
考えた。
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またこれらの｛也に，自治体の人口規模につい
ては文部科学省の教育行政調査の人口区分附に
倣って， 5000人未満， 5000人－8000人未満，
8000人－15000人未満， 15000人－30000人未満，
30000人－50000人未満 50000人－100000人未
満， 100000人－200000人未満， 200000人－
500000人未満， 500000人以上の9カテゴリーに
分類した。そしてサンプルを 9カテゴリーに分
類した仁で，それぞれに 1-9点を与えた。
以上これらの各説明変数についての記述統計
量については，表4で示した通りとなっている。
(3）分析および分析結果
先の (1）で示した被説明変数を（2）で示し
た説明変数を用いて分析し，評価結果の内申案
の策定および研修計画の策定への活用状況と評
価結果活用のシステム構築上の課題などとの関
連について推計を行った。この推計を行った結
果は以下の表で示した。推計を行う上では，被
説明変数が「とても参考にしているJIやや参考
にしているJといったように等間隔尺度とは言
いがたいため，通常の重回帰分析ではなく， mi
！芋プロピ y ドモデルによる推計を行ったは1)。
なお以下筆者は，被説明変数と説明変数とい
う設定で分析を行っているものの，査ちに弼変
数が因果関係にあると断言するのは！君主I~である。
よってこれらの変数は，あくまでも分析を行う
際の仮設的なのものとして設定した。したがっ
て，両変数簡の関連性を明らかにしていくとい
う観点で分析，考察を進めている。ただし自治
体の人口規模など被説明変数と説明変数間の因
果関係が成立しやすいものも一部存在する。
また本分析は多変量分析であるために，説明
変数同士の高いレベルでの相関に注意する必要
がある。先の表3にあげた説明変数の中では，
変数回「学校自己評価の有効性に関する教委の
認識」およびN 「学校評価結果の把謹のしやす
さ」の変数間に0.42程度のやや高い相関が認め
られた問。従って，これらの変数はそれぞれ
別々に投入し分析を行った。
また，変数E「報告すべき評価項目の提示の
有無Jについて，評価項目を提示している自治
体に対しては，評儲項目の提示を行った理由を
尋ねた。具体的には， aI学校の現状や課題を教
委として的確に把握することができるからJ,b 
「自治体の進める教育政策として重要だから_I,c 
自己評価結果を人事上の条件整備に反映さ
せるためJ,d「都道府県教委からの要請がある
ためJ,e Iその他jとの 5選択肢を用意し，提
示を行った理由について別途回答を行ってもら
った（複数回答可能）。
このうち cI学校自己評価結果を人事上の条
件整備に反映させるためJという回答が存在し
た23サンプルについては 表4の説明変数のサ
ンプルおよび，以下すべての分析で分析対象サ
ンプルから；除外した。確かに先述のように本分
析は，変数間の関連性をi明らかにする前提で進
めているc ただし，この23サンプルについては
説明変数が被説明変数に対して明らかに先行し
ていると考えられるため，分析の対象に含める
のは適切でないと判断した。
最後に，分析を行うに当たって，具体的にど
のような変数を投入しているかについて説明す
る。
まず県費負担教職員の内申案の策定への評価
結果の活用状況と評価結果活用上のシステム
築上の諸課題との関連を推計した表5では，変
数 I, I, il, Vを投入した。次に，同じく内
申案策定について評価結果活用システム構築上
の諸課題との関連を推計した表6では変数 I, 
I, N, Vを投入して分析を行った。
また県費負担教職員の研修計画の策定への評
価結果の活用状況と評価結果活用上のシステム
構築ヒの諸課題との関連を推計した表7では，
変数I, i 田， VIを投入した。同じく内申案
策定について評価結果活用システム構築上の諸
課題との関連を推計した表8では変数 I, I, 
N, VIを投入して分析ーを行った。以下，これら
の分析を行った結果を内申案の策定，研修計画
の策定という順序で見ていくこととする。
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l ）県費負担教職員の内申案の策定への評価結
果の活用状況と評価結果活用のシステム構
築上の諸課題との関連
表5
内申案策定への活用－1
f系数 有意確率標準誤差
I人口規模 -0.055 0.044 0.027 
E教委に報告すべき評 -0.081 0.449 0.107 
｛菌項屈の提示の有無
遊学校自己評髄の有
効性に関する教委の認 0.169 0.061 0.090 
識
V教委の部課簡の誤
整、連携の密難さ（学 0.298 0.002 0.098 
校評値担当と内申案築
定担当）
N 460 
疑似R2乗値
0.037 
Nairn Ike「ke
表6
内申案策定への活用 2 
係数 有意確率標準誤差
i人口規模 -0.049 0.069 0.027 
E教委に報告すべき評
0042 0.696 0.108 {iffiI~ 自の提示の有無
N学校自己評価結果
0.166 0.052 0.085 
の把提のしやすさ
V教委の部課間の調
整、連携の菌難航学
0.296 0.002 0.098 
校評価担当と内申案策
定担当）
N 456 
疑似R2乗値
0.036 
Nag巴lkerke
まず表5及び表6の分析結果が示すように，
変数 I「人口規模Jについては両者ともに係数
が負の値をとっている。このことから，人口規
模の大きな自治体ほど内申案の策定に評価結果
を活用できていないことが理解できょう。表5
では，有意確率が0.044と5パー七ント水準以
内，表6では有意確率は0.069と10パーセント水
準以内となっている。
次に変数E 「報告すべき評価項目の提示の有
無jについては，表5及び表6の分析結果からも
理解できるように，どちらの分析結果からして
も各々 0.449,0.696というように有意時率が10パ
ーセント水準を超過している。従って，内申案
の策定に評価結果を活用するかどうかとは関連
があるとは必ずしも言えないことが理解できる。
また変数mI学校自己評価の有効性に関する
教委の認識」については，表5の分析で示した
ように係数が正の値であると向l寺に， 0.061と有
意碍率が1Q；＼一セントを下回っている。従って，
学校改善への有効性を認めている教委ほど内申
案の策定に評価結果を活用しやすいことが理解
できる。
これらの他に，変数NJ学校評価結果の把握
のしやすさ」については，表6の分析で示した
ように，係数が正の値であると問時に， 0.052有
意確率が10パーセントを下回っている。従って，
評価結果が把握しやすし、状況であるほど，内申
に活用しやすいことがわかる。
最後に変数vf教委の部課間の連携協力の困
難さJに関しては，表5，表6いずれの分析モ
デルでも係数が正の値であり，また有意確率も
共に0.002といずれも 1パーセント水準を下回っ
ている。
これは，教委の内申担当の部諜と学校評価担
当の部課との問の連携協力に難しさを抱える
（あるいは難しさを抱えていると認識している）
教委はど，評価結果の内申案の策定への活用が
できていることを示している。これは部謀関の
連携の困難を抱える（あるいは抱えると認識さ
れている）教委ほど，こうした困難に対応する
ための取り組みや工夫が行われていることを示
唆するものと言える。
1 ）県費負担教職員の研修計画への評価結果の
活用状況と評価結果活用のシステム構築上
との関連
ここでは，先項の内申案の策定とは異なり，
自治体の教委の教育施策への反映の意味合いが
強いと考えられる領域である研修計画策定への
評価結果の活用状況と評価結果活用システム構
築上の諸課題との関連について明らかにした。
推計結果については， J,j、下の表7，表8で示し
た通りである。
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表7
研修計画策定への活用－1
保数 有意確率標準誤差
i人口規模 -0.046 0.094 0.027 
E教委に報告すべき評
0.280 0.009 0.108 
価項目の提示の有無
盟学校自己評髄の有
効性に関する教委の認 0.253 0.006 。白091
i鼓
日教委の部課間の調
整、連携の困難さ（学
0.241 0.018 0.102 
校評価担当と研修計画
築定担当）
N 456 
疑似R2乗値
0.054 
Na巨elkerke
8 
研修計画策定への活用 2 
係数 有意確率標準誤差
I人口規模 -0.037 0.170 0.027 
E教委jこ報告すべき評
0.254 。.020 0.109 
価項目の提示の有無
N学校自己評価結果
0.170 0.049 0.103 
の把握のしやすさ
VI教委の部諜閉の調
整、連携の国難さ（学 0.243 0.018 0.103 
校評｛面担当と研修計画
策定担当）
N 452 
疑似R2乗龍
Nagelkerke 
0.041 
まず表7および表8の分析結果からわかるよ
うに，変数 I「人仁l規模」については，表？で
こそ0.094と有意確率が10パーセント以内に収ま
っている。だが表8では0.170と10パーセント水
準を超過している。従って，先の内申案の策定
とは異なり，研修計画策定への評価結果の活用
度合いと自治体の人口競模の大小とはさほど関
連性が大きいとは言えないことが指摘できょう。
次に変数E「報告すべき評価項目の提示の有
無」については，表7及び表8の分析結果から
も理解できるように，どちらの分析結果も係数
が正の値かつ，有意確率が0.009,0.020と5パ
ーセント水準以内であった。従って，先の内申
案の策定とは異なり，研修計画の策定に評価結
来を活用するかどうかと関連があることが理解
できる。自治体の教育政策への反映といった意
味合いの強い領域では，自治体の学校の教育活
動その他の状況をある程度相対的に把握するた
めのツールが比較的有効であると指摘できょう。
そして変数回「学校自己評価の有効性に関す
る教委の認識jについては，表7の結果から分
かるように，係数が正の値であると開l寺に0.006
と有憲法在平が5ノf一セントを下回っている。、
のことからは，有効性を認めている教委ほ
価結果を活用しやすいことが理解できる。
また変数五／「学校評価結果の把握のしやすさj
については，表8の結果から分かるように，係
数が正の値であると同時に， 0.049と有意確率も
5ノf一セントを下回っている。これは，評価結
果が把握しやすL1状況で、あるほど，内EIJ案の策
定に活用しやすいことを示していると言える。
に変数vr教委の部課i笥の調整，連携の
困難さ」に関しては，表7，表8しづJれの分析
モデルでも係数が正の値であると問1寺に，共に
0.018と有意確率がしミずれも 5パ一七ント水準を
下回っている。これは，教委の内申担当の部課
と学校評価担当の部諜と連携協力に難しさを抱
える（あるいは難しさを抱えていると認識して
いる）教委ほど，評価結果の研ー修計画の策定へ
の活用ができていることを示している。ここか
らは，先項の内申案のケースと同様に，教委の
部課間の連携の函難を抱える（あるいは抱える
と認識）しているケースほど評価結果の活用を
進めるべく，工夫や取り組みなどを行っている
ことが示唆されよう。
i）自治体人口規模の大小による評価結果活用
のシステム構築上の諸課題についての考察
一県費負担教職員の明修計画への評価結果
の活用を事例に
次に自治体の人口規模の大小により，被説明
変数と説明変数日の「報告すべき評価項目の提
示の有無jとの関連性に相違があるかどうかを
検証した。ここでの被説明変数は，先ほどと同
様に研修計画の策定である。
筆者がこうした点に着昌するのは，以下の理
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83による。それは，自治体の学校の教育活動や 表10
経営活動を相対的に把握していく上で，大規模
自治体で、は管轄する学校数が比較的多いために，
報告すべき評締項目の提示による有効性がある
と考えられたからである。またこの一方で，小
規模な自治体では管轄する学校数が少なくこう
した有効性は比較的小さくなると考えられる。
は，表 7, 8で用いた自治体のサンプル
を37］人以上の自jモバ本と 37］人未満の自治体と
に二分割した上で，分析を行った。投入した変
数は，表7および表8と同様である口分析結果
は， 3万人以上の比較的人口規模の大きい自治
体については表9'10の箇所で，逆に 37］人未
満の比較的小規模な自治体については表11, 12 
の箇所で示した。
なお先述のように，変数回「学校自己評価の
有効性に関する教委の認識jおよび変数IV
校評価結果の把握のしやすさjの変数間には
0.42程度とやや相関が認められた（2九従ってこ
こでもこれらの変数は，別々に投入して分析を
行った。具体的には，表9，表11では変数 I, 
E，回， ¥1を表10，表12では変数I, I, IV, 
VIを投入して分析を行った。
ここで分割を行う際に人汀 3万人を基準とし
たのは，全国の地方自治体の人口規模に関する
中央値（約 2Jj5000人）（刊に近く，サンプルを
比較的均等に分割できると考えたからである。
ハ同d
表
1人口規模
E教委に報告すべき評
髄項目の提示の有無
E学校自己評価の有
効性に関する教委の認
i最
VI教委の部諜簡の詞
整、連壌の困難さ（学
校評価担当と研修計題
策定担当〉
N 
疑似只2乗値
Nagelkerke 
人口3万人以上－1
係数 有意確率標準誤差
-0.102 0.178 0.076 
0.294 0.045 0.146 
0.187 0.170 0.136 
-0.039 0.766 0.130 
241 
0.034 
I人口規模
宣教委に報告すべき評
酒項目の提示の有無
N学校自己評価結栗
の把握のしやすさ
明教委の部課間の謡
整、連携の困難さ（学
校評価担当と研修計画
策定担当）
N 
疑似R2乗健
Nagelkerke 
表11 
i人口規模
立教委に報告すべき評
価項目の提示の有無
E学校自己評髄の有
効性に関する教委の認
i最
VI教委の部課聞の諦
整、連携の菌難さ（学
校評髄担当と研修計画
策定担当）
N 
疑似R2乗値
Nagelke「iく巴
表12
i人口規模
立教委に報告すべき評
髄項邑の提示の有無
N学校自己評髄結果
の把握のしやすさ
羽教委の部課聞の調
整、連携の菌難さ（学
校評価担当と研修計題
策定担当）
N 
疑似R2乗値
Nagelkerke 
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人口3万人以上 2 
係数 有意確率標準誤差
-0.110 0.151 0.076 
0.266 0.072 0.148 
0.185 0.147 0.127 
0.094 0.244 0.081 
238 
0.036 
人口3万人以下一1
係数 有意確率標準誤差
一0.026 0.705 0.068 
0.284 0.085 0.146 
0.336 0.008 0.127 
0.796 0.000 0.178 
214 
0.157 
人口3万人以下－2
係数 有意確率標準誤差
-O.D19 0.787 0.069 
0.271 0.105 0.167 
む142 0.239 0.120 
0.778 0.000 0.177 
213 
0.128 
以下筆者は，主に表9と表11，表10と表12を比
較考察していく形で論を進める。そしてこれは
先に述べたように，各分析の際に投入している
変数が同じであるとし寸論理に基づく。
以上の表9～表12の分析結果から， 3万人以
｜二の自治体と 3万人未満の自治体とでは，変数
E 「報告すべき評価項目の提示の有無jについ
て，被説明変数と説明変数の変数開の関連性に，
筆者の想定通りに差異があることが明らかとな
った。
3万人以上の自治体を対象に分析した表9で
は存意確率が0.045と5パーセント水準以内であ
るのに対して， 3万人未満の自治｛本を分析した
表11では0.085と10パーセント水準以内となって
いた。この分析結果からは，有意水準の高低と
いう形で，小さいながら両者の違いが認められ
ることが判る。
また3万人以上の自治体を対象に分析した表
10では， 0.072と10パーセント水準J,j、内の統計的
な有意性が認められた一方で， 3万人未満の自
治体を分析した表12では0.105と10パーセント水
準を超過し，有意性が認められなかった。
以上の表9～12の分析結果は，人口規模の大
きな自治体で、教委の施策への反映の意味合いが
強い条件整備領域へ評倒結果を活用する場合に
は，自治体の学校の教育活動などを相対的に把
るための手段が有効ではないかということ
が示唆される。
また変数百「教委の部課間の調整，連携の閤
難さ」について，被説明変数と説明変数の変数
i習の関連性のサンプル｜習での違いについても指
摘しておきたい。
表11,12の分析からわかるように，人口3万
人未満の自治体では係数が正で，かつ有意水準
も共に0.000というように 1パーセント水準を下
田っている。これは表7，表8といった先の分
析で示したように教委の部課間の連携の濁難を
抱える（あるし1は抱えると認識されている）教
委ほど，こうした困難を克服するための取り組
みや工夫なとJが行われていることを示唆してい
ると言えよう。
しかしこの一方3万人以上の比較的規模の大
きな自治体では，表9' 10の分析結果から：1:jる
ように，それぞれ0.766,0.244というように有
意水準が10ノf一セント水準を］巴過している。こ
れは3万人未満の自治体と比べて，教委の部課
間の連携の困難を抱える（あるいは抱えると認
識されている）教委において，こうした鴎難を
克服するための取り組みや工夫がト分に行われ
ていないことを示唆するものと言える。
N まとめおよび考察
本稿の分析結果からは，教委と各学校の直接
的な関係が重要となると考えられる内申案の
策定といった領域では 自治体の人口規模の大
小と評価結果の活用度との関連性が比較的明確
に示されていた。その ，教委の施策への
反映の意味合いが強い研修計画の策定といった
領域では，評価結果の活用度合いと自治体の人
口規模との関連性はさほど明確に示されてし.）る
とは言えなかった。以上のことは，評価結果を
通じての各学校と教委との直接的なコミュニケ
ーションが重要となる条件整備領域では，
数が多い人口規模の大きな自治体ではより多く
の課題を抱える可能性が高いことが示唆できよ
λ （25) 
ノ O
また自治体の教委の施策への反映の意味合い
が強い研修計画の策定では 自治体の学校の教
育活動などを相対的に把握することを可能にす
ると考えられる，変数E 「報告すべき評価項目
の提示」が重要な意味を持っていることも明ら
かとなった。
逆に内申案の策定では，変数立「報告すべき
評価項目の提示jが必ずしも大きな意味を持た
なかったのは，自治体の学校の教育活動などの
相対的把握よりも各学校と教委との直接的なコ
ミュニケーションが重要であることからと推察
できる。
次にこれらの分析で得られた知見を踏まえ，
考察および含意について触れる。
まず，教委による評価結果の活用を考える上
では，各条件整備領域の特質，（例えば各学校へ
の直接的な支援や条件整備か，あるいは自治体
の教育施策の改革という意味合いが強いか）な
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どを考えることが重要であることが示唆される。
次に本稿の分析結果からは，人口規模の大き
な自治体の教委の問題に対して，今後研究にお
いて着目することが重要であることが示唆され
る。前節田までの分析結果が示したように，人
口規模の大きな教育委員会では学校評価結果の
活用に苦慮している。これは内申案の策定とい
った当該学校への直接的な支援や条件整備の領
域において顕著であった。
これらの他に前節目での分析が示したように，
教委の部課問の連携のi翠難を抱える（あるいは
抱えると認識されている）教委に関して，人口
規模の比較的大きな自治体ではこうした呂美佐を
克服するための取り組みや工夫が十分ではない
ことが示唆された。
堀（2010）では，人口規模の大きな自治体の
教委の問題として機動性にかける硬直的な組織
運営，学校現場との意思疎通の疎遠化といった
されていた例。本稿の分析結果を踏
まえるならば，まさにこうした堀が指J出する側
面に研究上着目する必要があることが指摘でき
ょう。とりわけ周知のように，平成の大合併に
よってわが国において人口規模の大きい自治体
数がj普えている口よってこのことからすれば
堀（2010）のような視点に着呂することは重要
である。
最後に本稿の持つ限界について触れたい。本
稿では，学校評価結果の活用をめぐる問題につ
いて，人事領域（異動や研修）を対象に触れて
きた。だが，あくまでも学校自己評価の活用と
いう観点から分析，考察を行っている。確かに
前述のように，学校自己評価はわが！童の学校評
価で最も中心的な位置を占めていることは疑い
ない。ただ，この学校自己評価iのみでわが国の
学校評価の全てというわけではなく，この点で
限界があると言えよう。
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Comparison of Relationships between the Utilization of the Results of School Evaluation 
by School Boards and Issues about System Construction in Utilization: 
based on Comparison in the Case of Planning for Teachers’Personnel Changes 
and Planning for Training of Teachers 
Ichiro KANAMORI 
The purpose of this article is to compare the relationships between the utilization of the results of school 
self-evaluations to support schools and the issues concerning system construction in utilization. In this paper, 
the author focuses on school support systems in relation to teacherぜpersonnela百airs.
In more concrete terms, the author attempted to make a comparison of the above-mentioned relationships 
between the case of planning for teacher命 personnelchanges and planning for training勾ofteachers. 
To achieve the research objecti＼呪 theauthor analyzed related parameters in the utilization of the results of 
school self-evaluations in planning for teacherぜpersonnelchanges and planning for training of teachers. So, the 
author conducted questionnaire survey research of al school boards around Japan except for the three Tohoku 
region prefectures 
Based on the analysis of empirical results of the questionnaire survey research mentioned above, the 
author obtained findings as mentioned below: 
’fhe parameter that whether school boards could show evaluation points that should be informed was an 
important parameter in planning for training of teachers. But that is not applicable in the case of planning for 
teachers' personal a百airs
The scale of population was an important parameter in planning for teacherぜpersonnelchanges, but vvas 
a less significant factor in the case of planning for training of teachers 
Other than the above】mentionedfindings, difficulties in coordination between sections or departments on 
school boards were suggested in cities that have large populations. 
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